
資料 1
非正規雇用労働者の賃金引上げに向けた同一労働同一賃金の取組強化
期間 (3/15～ 5/31)

春闘に合わせ、賃金引上げの流れを中小企業・小規模事業者の労働者及び)F正規雇用労働者に波及させる
ため、 3月 15日～ 5月 31日を強化期間として設定し、各種取組を集中的に実施

強1ヒ期間における取組

1.吾間の賃金引上げの流れを中Jヽ企業・Jヽ規模事業者の労働者及び非正規雇用労働者に波及させるため
の企業への協力依頼

>① 企業が賃金引上げに取り組む際に非正規雇用労働者について同一労働同一賃金の観点を踏まえた対応を行うこと
②中小企業・小規模事業者の賃金引上げの参考となる1青報サイ ト「賃金引上げ特設ページ」や各種支援策の活用
について、経済団体及び各種業界団体に協力依頼 (3月 15日付文書発出)

>都 道府県矢日事等の自治体の首長に対して、地域企業への同様の働きかけの協力依頼 (3月 15日付度書発出)

2.業界団体等に対する直接要請
>特 に非正規雇用労働者が多い業界の団体や中小企業団体に対し、厚生労働省が直接、傘下企業等への働きかけを要請
>全 国各地で、都道府県労働局長が管内の経済団体等に直接、傘下企業等への働きかけを要請

3.同一労働同一賃金の遵守の徹底に向けた各種取組の強化
>パ ート・有期雇用労働法及び労働者派遣法の履行確保の強化
。昨年12月から開始した労働基準監督署と都道府県労働局が連携した同一労働同一賃金の徹底に向けた取組について
3月から本格実施 (都道府県労働局による報告徴収等は、4月から本格実施)

>各 種支援策の充実
・働き方改革推進支援センターにおいて、同一労働同一賃金に関するコンサルティング等による支援の強化
。キャリアアップ助成金や業務改善助成金をはしめとした賃金引上げに向けた各種支援策の活用促進

>厚 生労働省SNSでの発信などの広報活動の強化



資料2

基 発 0315第 14号

職 発 0315第 6号

雇 均 発 0315第 4号

令 和 5年 3月 15日

一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタン ト会 会長 殿

厚 生 労 働 省

労 働 基 準 局 長

職 業 安 定 局 長

雇用環境・均等局長

(公 印 省 略 )

賃金引上げの際の同一労働同一賃金の観点を踏まえた対応等に
ついて

(協力依頼 )

労働行政の運営につきましては、日頃から格別の作l理解
と御協力を賜 り、厚く

御礼申し上げます。

さて、政府におきましては、成長 と分配の好循環を実現する
ため、足下での賃

金引上げに向けた環境整備 とともに、賃金引上げが高
いスキルの人材を惹きつ

け、企業の生産性を向上させ、それが更なる賃金引上げを
生むとい う「構造的な

賃上げ」の実現を目指 し、支援策の強化等の取組を進
めています。

大企業を中心に賃金引上げの動きがある中、今後は、全体
の約 7割を占める中

小企業・河ヽ規模事業者の労働者 とともに、
パー ト。有期雇用労働者、派遣労働者

等の非正規雇用労働者に、賃金引上げの流れを波及さ
せていくことが重要とな

っています。

厚生労働省では、正規雇用労働者 と非正規雇用労働者 と
の間の均衡のとれた

待遇を確保 していくため、不合理な待遇差の是正に向け
て、同一労イ動同一賃金の

遵守の徹底に向けて取 り組んでいるところですが、本年
3月 15日 から5月 31

日までを 「非正規雇用労働者の賃金引上げに向けた同
一労働同一賃金の取組強



化期間」として、更なる同一労働同一賃金の遵守の徹底と非正規屋
~用
労働者への賃金引上げの確実な波及に取 り組むこととぃたします (別添資料 1参照)。 このため、各企業におかれましては、賃金引上げに取 り組む際には、非正規雇用労働者につぃて同一労働同一賃金の観点を踏まえた対応にお取 り組みいただくょぅお願いいたします。

貴職 (又は貴団体)におかれましては、この趣旨をご理解いただき、会員企業の皆様に積極的に取 り組んでぃただけますょぅ、周知や働きかけをお願ぃぃたします。なお、その際、正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差や見直すべき内容、待遇改善のための支援策をまとめたリーフレット傷u添資料 2、別添資料 3参照)を ご活用くださぃますょぅぉ願ぃぃたします。併せて、中小企業・小規模事業者が賃金引上げを検討するに当たり参考となるよう、賃金引上げに向けた取組事例の紹介、地域 。業種・職種ごとの平均的な賃金の検索機能、下請取引の改善等に関する支援も含む政府の各種支援策 (デJ町添資料 4参照)等を掲載 した webサィ ト「賃金引上げ特設ページ」傷町添資料 5参照)を開設 し、積極的な周知 ,広報に取 り組んでぃますので、貴職 (又は貴団体)におかれましても、会員企業の皆様に向けて、同ページの周知 。広報や各種支援策の活用に向けた働きかけに御協力をいただきますょぅぉ願ぃぃたします。

なお、当省からは別途、都道府県知事及び政令指定都市の長宛てに、取組の協力を依頼 してぃることを申し添えます。



事業主の皆さま 資料 3

′〈―トタイム・有期雇用労働法で

正社員と非正規雇用労働者の間の

不合理な待遇差は禁止されています

短時間労働者や有期雇用労働者から、正社員との待遇差の内容や理由などを問われた場合、

事業主は非正規雇用労働者に説明しなければなりません。

9
正社員と同じ仕事をしているのに…

正社員と同しように手当はもらえないの ?
ヽ

その待遇の違い、説明できますか ?

o 「パートだから」「契約社員だから」という理由では、説明として
認められません。

● 待過ごとの性質・目的に照らして、職務内容や転勤・異動の範囲の

違いなどから、具体的に理由を説明できることが必要です。

何をどう見直せばいいの ?

!

基本 給
賞与 休憩室

―ナス ) 等の利用機会

r"~中

~… … … … … … … … … … … … … … … … … … …

ゝ

教育訓練 | etc種手当て ▼解説動画あり

■

不合理な待週差について、1可も対策をしない場合

裁判で法違反と判断される可能性もあります。

同一労働同一賃金

ゞ ▲

パートタイム・有期雇用労働法
キャラクター「パゆう」ちゃん

検 索

「働き方改革推進支援センター」が

そんなお悩みをサポートします !

>裏面ヘ

0厚 生労働省・都道府県労働局



き方改革推進支援センター
利用 してみませんか ?

働

助成金の活用相談

建と絶ご彗号弾「留1墓窮注員

来所・電話相談

来所 。電話によりご相談を承り
ます。

受付時間 平日9:Oo～ 17:Oo

企業への訪間相談サービス
専門家が、会社に訪問もしくは
オンラインで相談を承ります。

メ ール相 談

メールでの相談も承ります。

セ ミナー開催

企業向けのセミナーを随時開催
しています。

<動成額 (労働者 1人あたり)>
賃金引上,ず率

企業規模

30/0以上
50/0未満

50/O以上

中小企業 S万円 6万5,000.同

大企業 3万3,00o円 4万 3′00o円

働き方改革推進支援セ
や「賃金規定等改定コ
ご
i紹
介できます。

(霧

所σラちごそ予を建豚釜写言茜堅密葱病撃写「デ
府県名

ンタァでは、キャリアアップ動成金について「正社員化コース」―ス」といった 5種類のコースから、各企業に合わせたコースを

キ ヤ リア ア ップ 助 成 金 と は

例 :「賃金規定等改定コース」

有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を

増額改定し、実際に賃金を引き上げた場合
に助成します。
※
婚と主勇浄写と磐邑身5得ξ憲子

霊昇拿ど部所薙象欝厨超墜乾勇息害安毯

相談に応してぃます。

全国47都道府県にあるセンターでは、社会保険労務士などの専門家が無料で

利用者の声  【事業内容 :飲食業 従業員 :83人 (山梨県)】

● 0●

■

従業員が納得感をもって働ける環境が整備でき、不平や不満も最小限
れまで曖昧になって

になってきてぃる。給与や労務関係の担当者も
い

⊆

0  ⊆ れからも、従業員の意見に耳を傾 tす、よりよい労働環境にしてぃきたい。

革推進支援センター 検 索
詳しくは 働き方改

令和 5年 2月作成 リーフレツトNo.lo



資料4

0 厚生労働省
ひと、くらし、みらいつために

最低賃金・賃金弓手上げに向けた中小企業・小規 事業者

への支援施―策

4.票寮
=1止

盛攀する支援

①

問い合わせ先 :業務改善動成金コールセンター 電話 :0120-366‐440(平日 8:30～ 17:15)
又は者β道府県労働局躍用環境 。均等欝B(室 )

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給 (事業場内最低賃金)を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投

資等 (機械設備、コンサルティング導入や人材育成 。教育訓練)を行う中小企業・小規模事業者に、

その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です。

キャリアアップ助成金
問い合わせ先 :都適府県労イ動局又はノ(□一ワーク
キヤリアアッ

藝
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といつたいわゆる非正規雇

リアアップを促進するため、正社員化、賃金引上 tず等の処遇改善の取組を実施した事業主に対して助

成します。

用労働者の企業内でのキヤ

検索

③

問い合わせ先 :中 Bヽ企業税制サポートセンター 逓:二

盤
青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で

その増カロ額の 定割合を法人税額 (叉は所得税額)から控除できる制度 cす。
賃金弓1上げを行つた場合、

O

2.生産性向上に関する支援

(働き

問い合わせ先 :日本政策金融公庫 電話 0120-154-505
)

i
働き方改革推進支援資金

事業場内で最も低い賃金 (事業場内最低賃金)の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対し

て、設備資金や運転資金を低金利で融資します。

|

⑤ 固定資屋税の精例招置
先端設備等導入計画

問い合わせ先 :く先端設備等導入計画の作成等について>先端設備等の導入先の市町村先端設備等導入計画担峯課

く税制について>中小企業税制サポー トセンター 固定資産税等の軽減相談窓口

電尋舌:03-6281-9821(平 日 9:30～ 12:00、 13:00～ 17:00)

<制度について>中小企業庁 技術・経営革新課 (イ ノペーション課 ) 電言舌 :03-3501-1816

翻
「中小企業等経営強化法」に基づき、市町本寸の認定を受けた中小

法において償却資産に係る固定資産税の特例を講しることで、設備投資を行う事業主を支援します。
企業の設備投資に対して、地方税

e中 小企業等経営強化法 (経営力向上計画 )
問い合わせ先 :経営力向上計画相談窓囲 中小企業庁企画課

中小企業 。小規模事業者等による経営力向上に関する取組を支

に沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された事業者は、税

制や金融支援等の措置を受けることができます。

|

震]言舌 i03-3501-195フ (平日 9i30-12:00
援します。事業者は事業分野指針等

、13100～ 1フ i00)

経営力向上計画



経営強化不党請」

電話
00-17:Oo)9:30～ 1210o、  13:821(平国03-6281 -9

強化法に墨づ
/」

②
く (経営強化税制 )

問 し 合ヽわせ先 中 企業税制サ′ず、 トセ タ

中河 に

に
に た場合 た

企業等経営強化法 基
=ヴ
して 経 営カ 言十向上 を作成画 し 臣の主務大 を認定 受 す 計画て しされ 言己載る 一 定の設備 しを新規取得等 チ旨て 定事業の用 供 し 景口 ま日寺償去「 は取得価額の OO/013(資本金 00 0 万 超円 1 億 円 下以 人の法 フ1屋女 O/0 の税額控除を選択適用 るす が でと まき す

(⑥と同じ)

③

③ ものづくり 。

問い合わせ先

商業・サー

:ものづくり

聞い合わせ先 I事業再オ露築補助金事務局コープレセンター
受付時 F日号19:oo-18:Oo(日 祝 を除く)

<ナビダィャル> 0570-o12 -088 <IP電話用> 0 3…4216-4080

⑩

ビス生産性向上促進補助金
補助金事務局サポートセンター

電議蓋:050-8880- 4053(平 日 1 0100-1フ :00)

′

持続化補助金問い合わせ先 :<商工会の管轄地域で事業を営む方>全国商工会運合会 問合せ先は所在地イこよつて異なるため、URLをご参照くださぃ。https:〃www,shOkOkai Ohjp/」 iZokuka_「 lln/<商正会議所の管串言地劫で事業を営む方>日本商ェ 議所 電話 03-674フ ー4602

aサ_ビス等生産性向上

事業再構築補助金

に夕」

し
たに意 中/」

ウ イ □ズ ョ ナ ポス ト □コ ナの時代の経済社会の変化 る応 す ための新分野展開業 業態転換 事業種転換 事業再編 国内回サ尋 ま叉 れ のら を通取組 た規模の拡大等 し
田

つ切ヽ欲 を 事業再構築有 るす 企業等の挑戦を し支援 すま

画を作 し、その計画に沿つて行 う販路開拓等の取組を支援します。

ノ」ヽ

(商 工会地区)  (商 工会議所地区)

辮

ものづくり補助金

中」

イ子 た

企業 規ヽ模事業者等が取 り む組 サ革新的 ビ 開発ス 開試作品 発 生産 プ回セ ス の改つ を善等等めの設備投資 を支援 まし す

専

支援します。

IT導入支援事業賢箱勤金
問い合わせ先 :サービス等生産性向上 IT導入支援事業事務局

電話 05フo-666-424
中期ヽ企業等の生産性向上 業務効率化や付加

IT導入補助金

価イ直向上に資する IT ツールの導入を

引継ぎ補助金
:ξ彗ヨロヨ雷:魯ユ

新に係る



下請ガイ ドライン 検索

⑬

弓1課  興]目裔 :o3-3501-1669合ヽわせ先 : 中小企業庁取

ドライン

親事業者と下
ためのガイドラ

た請事業者 のと ま望 しし 弓取ヽ 関 を係 る構築す め に 業種別の下請適正取弓等の推進の
ノイ ガ下請 イ フド ノイ ) を しし策定 ますて

<「宣琶」の内容について> 中小企業庁企画課 ノ(― トナーシップ構築宣言 検索

翼丑i活 :03-5541‐6688

′ ナーシッ

(公財)全国中く「重
~雷
」の提出・掲載について > 小企業振興機関協会

問い合わせ先

/」 に
に

た に

請中下 企業振興法 お する 「振興基準 を遵 す守 る と 明を し言己 す国 語 る とで 発注者側 よ
る受注者側への 弓「取 条件のしわ寄せ 止防 しを促 下請取弓の適正化を後押 しし して ま す たま
日 し 組た企業の取 を 「 え見 るイ」ヒ るす め 、「 自 言 をポ タ レサヅ」 トイ 掲 し し載 て ま す

官公需基本方針

⑮

′」

4「く 令和 る田等の契約の基本方針」
し ヽ聞 合ヽわせ先 中 企業庁取弓課 03電話 3 05 1 1669
「令和 4年度中小
金額の見直しにつぃ

企業者に関する国等
て定めています。

の契約の基本方針」におしヽて、最低賃金額の改定に伴う契約

検索

⑮ ト
問い合わせ先 中小企業庁取引課 電話 03-3501-1669

4.資金繰りに調する交機

⑫ ―フテイネッ
問い合わせ先 :日本政策金融公庫 (日本公庫) 電話 :0120-1 54-505

(沖縄公庫 ) 罠邑:番 :o98-941-1795

官公需ポータルサイト

国等及び地方公共団体が木
し、入札情報を一括して検索

ン
ン に

官公需情報ポ

ム ペ で上 し提供 して る 亦し入 を1青卒侵 動巡自 ス ア ム りよ 収集
手入 きで る 「 タ レ亡ナ) トイ 」 しを運営 し ま すて 離

セーフティネッ ト貸付

一時的に売上減少
者の皆様は融資を受

/」 /」
等業況が悪イ しヒ して る が 長期中 白勺 |こk 復が回 見 込 ま るれ 中 企ヽ業 規ヽ模事業
する とがで まき す

靱
⑬

5,その他、雇用 (人材育成)に関する支援

問い合わせ先 事業所の所在する地区の商工会・商工会議所
日本政策金融公庫 (

マ)レ経融資

庫 )の本支店ノ」 に対して、経 ための ・無保証人を 低金禾I で融資します。

爛 翻
(国 (公庫 )

/こ
9｀ に る

又はプ(□ ―ヮーク問い合わせ先 : 者層道府県労働局

に
中 建ヽ設事業主等が建 設労働者 の雇用の改善 技能の向上等の取組 イ子を 場つ 助成金 「人材開
発支援助 金成 」 人「 確保材 支援助等 フト「」成金 アイ レ雇用ノ 」助成金 を し支給 すま



人材確保等支援助成金
問い合わせ先 : 又は八国―ワーク

④

事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、労働環境の向上等の取組により従業員
の職場定着の促進等を図つた場合に助成します。 熙

検索

⑪ ―ス )
地域雇用開発助成金

雇用1青勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入
れた事業主に助成します。 麟
問い合わせ先 :都道府県労働局又は八□一ワーク

②
人材開発支援助成金

従業員に対 して計画に沿つて訓練を実施 した場合や、教育訓練体暇制度等を導入 し、その制度を

従業員に適用 した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 靱

い合わせ先 :都道府県労働局又は八□一ワーク

② ンター
問い合わせ先 :全国の働き方改革推進支援センター

働き方改革 特設サイ ト

中小企業事業主からの賃金引上げに向けた労務管理に関する相談に対して、労務管理等の専門家に

よる窓口等での相談、企業への訪問相談を行います。

鰯
⑭ よろず支援拠点
間い合わせ先 :各者B道府県のよろず支援拠点

よろず支援拠点

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料で相談対応するワンス トップ窓口とし

て、各都道府県に「よろず支援拠点Jを設置しています。 鶉
b 下請かけこみ寺

住

問い合わせ先 :(公財)全国中小企業振興機関協会
各都道府県の下講かけこみ寺 電話 :0120-418-618

中小企業・ノ」ヽ規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相談を受け付けております。問題解決
に向けて、相談員や弁護士がアドノヽイスを行います。 靱
⑮ 中おヽ企業向け補動金・総合支援サイト「ミラサポ ptus」
間い合わせ先 !ミラサポ usコ ールセンター 電話 :050… 5370-4340

ミラサポ plus

中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策 (制度)をより「知ってもらうJ「使
つてもらう」ことを目指した中小企業・小規模事業者向けネ甫助金・総合支援サイ トです。支援制度や

活用事例を簡単に検索でき、電子申請までサポートします。

各者F道府県労働局の問い合わせ先 :厚生労働省 HPホーム>厚生労働省について>所在地案内>

都道府県労働局 (労働基準監督署、公共職業安定所)所在地一覧 靱
(2023.1)
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金引き上げ

この特設ページには、賃金引き上げを実施した企業の

取り組み事例や、各地域における平均的な賃金額が

わかる検索機能など、賃金引き上Iザのために参考となる

情報を掲載しています。

賃金引き上げを検討される際に、是非ご利用下さい !

“
■
　
．

が
'

任

員

ー特設ベ ジを開

資料 5

賃金引き上 1ず特設ベージのメニュT

賃金引き上げに向けた

取り組み事例の紹介

地域・業種・職種ことの

平均的な賃金検索機能

賃金引き上げに向けた

政府の支援策の紹介

?、
cKこメβ′

地域・業種・職種の平均的な賃金検索機能
いぎ賃金をユIき上げようと思っても、いくらにすれば良いか悩ましいところ…。賃金検索機能は、地域・業種・職種の

平均的な資金を調べることができます.企業内の賃金を決める上での参考としてお使いいただけま魂

「 における平均的な賃金霞 A票における「B磁J刷における平均洵 よ́賃金諷

職 種 平均年齢
所定内
給与額(月額)
(千円)

所定内
給与額時給
(円 )

年間賞与等
特別給
l千円)

←藤ェ緩従事者 41.5歳 278,1 1,665 685.6

金属工f臨械作業従事者 44.7歳 311,2 1,83] 921.5

金属プレス従事者 42,幅 294.7 11754 840.6

板金従事者 41.7歳 299.6 1,688 4フ3.5

金属彫刻・表面処理従事著 44.5歳 239.5 1,401 385.2

その他の製品製造・
加TI′■狸従事者(金属製品)

41.4歳 296.フ 1,849 573.8

A果の「短時間労日督』

A県
1時間当たり

所定内給与額(円 )
A県

1時間当たり

所定内給与額(円 )

産業計 11726 製造業 1,395

詳しくは賃金引き上げ特設ベージでチェック 晏
httpsi//www.saiteichingin.info/chingin/

厚生労僅〕省
ひと、くらし、みらいのために

検 索結 果の例

A県
所定内給与額(月額)
l千円)

所定内給与額時給
(円 )

年間賞与等特別綸
(千円)

11381.4合 計 3フ4.0 21299
185.2 1,127 134.3～19歳

20｀24競 218.6 1,341 399.フ

845,725～29歳 255.8 1,573

30～ 34虚 299.2 1,日35 1,037.B

35～39歳 353.1 2,175 1,348.2

1,428.440～44歳 393.フ 2,410
45～49歳 409.5 2.507 11605.1

50～ 54歳 460.4 2,824 1,9108
2.063.555～ 59歳 496.5 3,084

60～ 64虚 331,7 2,050 963.フ

404.打65～ 69歳 274.2 1,703

248.B 1.533 248,170歳～

0 Ministry of Heatth,Labour and Weifare

轄



賃金引き上げに向けた取り組み事例の紹介″

cASEl 株 式 会 社 バ ン ダ イ 寵輿等のコ嘔・岡熟・販売

バンダイの人材ポリシーは、社員が志をひとつにし、個々の才能を
発揮する「同魂異才」。安定的な報酬体系に変えることで、生活基盤
に安心感を与え、「同魂異才」の考えに沿う多様な人材確保を図り
たいと考えた。令和4年 4月 に業績運動型である賞与の一部を基本
給に組み込み比率を見直し、全社員の基本給を平均27%程度、初
任給を30%引き上げた。業績に影響されない固定給の引き上げに
より、社員のモチベーションアップにつなげた。

COMPANY PROFILE
企業プロフィール

●本社所在地:東京部台東区駒形
。従業員数:833名 (2022年 4月現在)〉

・
JEEELい

岡谷熱処理工業株式会社 製造索
従業員がモチベーションを保って働いてもらうためには、賃金の改
善が必要であると常 感々じていた。この課題を解決するために、loT
化を進め、従業員の作業負担を軽減しながら生産性向上に取り組
み、内部留保を従業員の愛金等に還元し、令和4年 4月 に3.5%程

=の
貫金引き上げを実施した。賃金引き上げの取り組みを通じて、

会社が求めていた年代の正社員を2名採用できたほか、離職者も
なくなるという成果が得られた。

獣 3μ豚〉:魔望就握裔珠亀月現ω

主な支援策の紹介

業務改善助成金

0
キャリアアップ ⌒

助成金

0 0
働き方改革
推進支援センター

>同 一 労 働 同 一 賃 金 に 向 け た 取 り組 み
正社員とパート・契約社員・派遣労働者の間の不合理な待遇差は
賃金引き上げの際は、同一労働同一賃金iこもご留意くださぃ。

禁止されています(同一労働同一賃金 )ので、

お申込みは
こちら

どのように取り組めば良いかわからないなど、お困りごとがぁりましたら、
専門家による無料支援を働き方改革推進支援センターで受けられます !

NEttT鞘隆
Dt方歳‡0瞬町卜支観のと黒内
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様 な々支援策を
ご用意



男uユ黍3-2

派遣労働者を受け入れる際に注意すべきポイント
(同一労働同一賃金関係 )

派遣労働者を受け入れる際には、派遣元 (派遣会社)だけでなく、派遣先も派遣労働者の公

正な待通の確保のために行わなければならない対応があります。

特に同一労働同一賃金を遵守していただくために、以下のポイントに留意してください。

1派 遣 先が行わなければいけない対応

情報提供※1をせずに、派遣元 と労働者派遣契約を締結することはできません。

労働者派遣契約を締結する前に、派遣元に対し、比較対象労働者の待遇等に関する情報を提

供しなければなりません。

また、派遣元が派遣労働者の公正な待遇を確保できるよう、派遣料金の配慮義務があります。

※1 待遇決定方式※2によつて提供する情報が異なります。
※2 裏面 2を参照ください。

次の①～⑥の優先順位で「比較対象労働者」を選定します

※労使協定方式の場合、選定は不要です。

①  「職務内容」と「職務内容と配置の変更範囲」が同じ通常の労働者
②  「職務内容」が同じ通常の労働者
③  「業務内容」または「責任の程度」が同じ通常の労働者
④  「職務内容と配置の変更範囲」が同じ通常の労働者
⑤ ①～④に相当するパート・有期雇用労働者
(短時間 。有期雇用労働法等に基づき、派遣先の通常の労働者との間で均衡待遇が確保されていることが

必要 )

⑥ 派這労働者 と同一職務の通常の労働者を新たに雇い入れたと仮定 した場合の当該労働者
(派遣先の通常の労働者との間で適切な待通が確保されていることが必要 )

待遇決定方式別に以下の情報を提供します

【派遣先均等・均衡方式】の場合 :比較対象労働者に関する以下の事項

① 職務の内容、職務の内容 。配置の変更の範囲と雇用形態
② 選定理由
③ 待遇の内容 (昇給、賞与などの主な待遇がない場合には、その旨を含む)
④ 待遇の1生質と目的
⑤ 待遇決定に当たつて考慮した事項

【労使協定方式】の場合

① 業務に必要な能力を付与するための教育訓練
② 福利厚生施設 (食堂、休憩室、更衣室)の利用

リサイクル適性◎

(1)派遣元への比較対象労働者の待通などに関する情報提供

比較対象労働者の選定※

r待遇等 に関する情報」とは

このF日昂J物は、印刷用の紙ヘ

リサイクルできます。

0 厚生労働省・都道府県労働局 LL041201需 01



(2)教育訓練の実施・複利厚生施設の利用機会の付与・情報提供
教育訓練の実施

姪異晃写香なこ風望轟兆ヾ剛

者に対しても業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練

福利厚 生施設の利用機会の付与

派遣先の労働者が利用する福利厚生施設に関して以下の対応が必要です。

情報提供

渓壕詈寒琶縁≦憲儀死注ξ冒蚕客だ星磨写冒璽暴塚哲ち撃ff働
者の業務遂行状況などの情報を提

2待 過決定方式について
派遣元で、以下のいずれかの待遇決定方式により、派遣労働者の公正な待遇を確保します

※無期雇用フルタイムで勤務する労働者

派遣免均等・均衡方式

均等籍遇
①職務内容※

差別的取扱し

1、 ②職務内容・配置の変更範囲※2が同じ場合、
をヽ禁止

派遣先の労働者が利用する福琴u厚生施設 1  派遣先に課される義務
食堂、休憩室、更衣室

1利用の機会を与える義務

物品販売所、病院、診療所、浴場、埋髪室、保育所、図書館、
講堂、娯楽室、運動場、体育館、保養施設などの施設

利用に関する便宜供与を講ずる
よう配慮する義務

'服

遣先均等・均衛方式 派遣先の通常の労働者※との均等・均衡待遇

労使協定方式 一定の要件を満たす労使協定 による待遇

均衡特遇

嚢と織霧寓套:霊造広義蜜峯富ごと|
労使協定方式

②職務内容・配置の変更範囲※2、 ③その他の事情の
不合理な待遇差を禁止

①職務内容※1、

相違を考慮して

「貢任の程度」をいいます。
「人材活用の仕組みや運用等」をいいます。

労使協定は派遣元で締結されますが、派遣先が実施する業務に必要な教育訓練や、利用機会を与える食堂・休憩室 。更衣室は、派遣先の通常の労働者との均等 。均衡が確保される必要があります。

その他の規定について

このリーフレットの内容は派遣労働者の同一労働同一賃金についての規定の一例で、
派遣先として対応すべき内容の全てを網羅したものではありません。
必要な情報は厚生労働省のウェフ

｀
サィ トをご確認くださぃ。


